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道州制推進基本法案（骨子案） 

 

 

 地方の時代と言われて、既に相当の年月が経過している。しかしながら、地方分権はいま

だ道半ばであり、中央集権的な仕組みは維持され、東京一極集中が続いている。こうした状

況の中で、国民の閉塞感は強まっている。新しい時代を切り拓いていくためには、新しい国

のかたちを作り上げることが、今求められている。 

 国は、外交、防衛や真に全国的な視点に立って行わなければならない事務など本来の国の

責務に集中し、その強化を図っていくことが必要である。一方で、地域で判断できることは

できるだけ地域に任せ、地方分権を一層徹底しなければならない。そして、地方も、地域経

済の主体として経済的に自立できるようにすべきであり、そのためには、より広域でより力

のある地方公共団体を創設する必要がある。それが、道州である。 

 少子高齢化を始め社会構造の変化がかつてない早さで進んでいく中で、道州には、それに

十分対応できる能力と権限を付与していかなければならない。あわせて、基礎自治体を、地

方自治の主体として、住民に身近なことは全て自ら決定できる自己完結型の地方公共団体と

していく必要がある。 

 道州制の導入は、国、都道府県、市町村の全てを通じて、大きな改革を求めるものであり、

国民の意識変化と協力がなければ、簡単に実現できるものではない。そこで、まず道州制の

全体像を国民に提示し、地方の意見を十分踏まえつつ、国民的な議論を始める必要がある。

その上で、道州制の導入について、国会において適切な結論を得るものとする。 

 ここに、道州制の導入の在り方について、国において具体的な検討を開始するため、この

法律を制定する。 

 

第１ 総則 

１ 趣旨 

   この法律は、道州制の導入の在り方について具体的な検討に着手するため、その基本

的方向及び手続を定めるとともに、必要な法制の整備について定めるものとする。 

 

２ 定義 

 ① 道州 

   「道州」は、道又は州をその名称の一部とし、一の都道府県の区域より広い区域（地

理的条件等を踏まえ一の都道府県の区域をその区域とすることが適当と認められる

場合にあっては、当該一の都道府県の区域）をその区域として設置され、基礎自治体

を包括する広域的な地方公共団体であって、国から移譲された事務及び都道府県から

承継した事務を処理するものをいう。 

 ② 基礎自治体 

   「基礎自治体」は、市町村の区域を基礎として設置され、従来の市町村の事務及び

都道府県から承継した事務を処理する基礎的な地方公共団体をいう。 

 ③ 道州制  

   「道州制」は、道州及び基礎自治体で構成される地方自治制度をいう。 
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３ 基本理念 

  道州制の導入は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

 ① 国の役割及び機能の改革の方向性を明らかにすること。 

② 国と地方公共団体との役割分担を踏まえ、道州及び基礎自治体を中心とする地方分

権体制を構築すること。 

 ③ 国の事務を国家の存立の根幹に関わるもの、国家的危機管理その他国民の生命、身

体及び財産の保護に国の関与が必要なもの、国民経済の基盤整備に関するもの並びに

真に全国的な視点に立って行わなければならないものに極力限定し、国家機能の集約

及び強化を図ること。 

④ ③に規定する事務以外の国の事務については、国から道州へ広く権限を移譲し、道

州は、従来の国家機能の一部を担い、国際競争力を有する地域経営の主体として構築

すること。 

⑤ 基礎自治体は、住民に身近な地方公共団体として、従来の都道府県及び市町村の権

限をおおむね併せ持ち、住民に直接関わる事務について自ら考え、かつ、自ら実践す

ることができる地域完結性を有する主体として構築すること。 

 ⑥ 国及び地方公共団体の組織を簡素化し、国と地方を通じた徹底した行政改革を行う

こと。 

 ⑦ 東京一極集中を是正し、多様で活力ある地方経済圏を創出し得るようにすること。 

 

 ４ 道州制の基本的な方向 

  道州制については、次に掲げる基本的な方向に沿って制度化されなければならない。 

 ① 都道府県を廃止し、全国の区域を分けて道州を設置すること。ただし、都の在り方

については、道州制国民会議において、その首都としての機能の観点から総合的に検

討するものとする。 

 ② 道州は、広域的な地方公共団体とし、国から移譲された事務を処理するとともに、

一部都道府県から承継した事務を処理するものとすること。 

 ③ 基礎自治体は、市町村の区域を基礎として編成し、従来の市町村の事務を処理する

とともに、住民に身近な事務は都道府県から基礎自治体へ承継させて、当該事務を処

理するものとすること。この場合において、従来の市町村の区域において地域コミュ

ニティの維持及び発展が可能となるよう、制度上の配慮を行うこと。 

 ④ 道州及び基礎自治体の議会の議員及び長は、住民が直接選挙すること。 

 ⑤ 道州の事務に関する国の立法は必要最小限のものに限定するとともに、道州の自主

性及び自立性が十分に発揮されるよう自治立法権限の拡充を図ること。 

 ⑥ 国の行政機関は整理及び合理化するとともに、道州及び基礎自治体の事務に関する

国の関与は極力縮小すること。 

 ⑦ 道州及び基礎自治体の事務を適切に処理するため、道州及び基礎自治体に必要な税

源を付与するとともに、税源の偏在を是正するため必要な財政調整制度を設けること。 

 

第２ 道州制推進本部 

１ 設置 

内閣に、道州制推進本部（以下「本部」という。）を置く。 
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２ 所掌事務 

 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

① 道州制に関する企画及び立案並びに総合調整に関すること。 

② 道州制に関する施策の実施の推進に関すること。 

③ ①及び②に掲げるもののほか、法令の規定により本部に属させられた事務 

 

３ 組織 

   本部は、道州制推進本部長、道州制推進副本部長及び道州制推進本部員をもって組織

する。 

 

４ 道州制推進本部長 

① 本部の長は、道州制推進本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大臣を

もって充てる。 

② 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

 

５ 道州制推進副本部長 

① 本部に、道州制推進副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、国務大臣を 

 もって充てる。 

② 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

 

６ 道州制推進本部員 

① 本部に、道州制推進本部員（②において「本部員」という。）を置く。 

② 本部員は、本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣をもって充てる。 

 

７ 資料の提出その他の協力 

① 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、国の行政機関及

び地方公共団体の長に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を

求めることができる。 

② 本部は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、①に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

 ８ 事務局 

① 本部に、その事務を処理させるため、事務局を置く。 

② 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

③ 事務局長は、本部長の命を受けて、局務を掌理する。 

 

９ 主任の大臣 

  本部に係る事項については、内閣法にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。 

 

１０ 政令への委任 

この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。 
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第３ 道州制国民会議 

１ 設置 

  内閣府に、道州制国民会議を置く。 

 

２ 所掌事務 

 ① 道州制国民会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

  ア 内閣総理大臣の諮問に応じて１０①に掲げる事項その他の道州制に関する重要

事項を調査審議すること。 

  イ アに規定する重要事項に関し、内閣総理大臣に意見を述べること。 

  ウ ア及びイに掲げるもののほか、法令の規定により道州制国民会議に属させられた

事務 

② ①に掲げる事務は、地方制度調査会設置法第２条の規定にかかわらず、１４に規定

する日までの間は、地方制度調査会の所掌事務としないものとする。 

 

３ 組織 

 道州制国民会議は、委員３０人以内で組織する。 

 

４ 委員 

① 委員は、国会議員、地方公共団体の議会の議員及び長並びに優れた識見を有する者

のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

② 内閣総理大臣は、委員（国会議員を除く。以下③から⑤までにおいて同じ。）の任

命については、あらかじめ両議院の同意を得なければならない。 

③ 委員について欠員を生じた場合において、国会の閉会又は衆議院の解散のために両

議院の同意を得ることができないときは、内閣総理大臣は、②の規定にかかわらず、

これらの委員を任命することができる。 

④ ③の場合においては、任命後最初の国会で両議院の事後の承認を得なければならな

い。この場合において、両議院の事後の承認を得られないときは、内閣総理大臣は、

直ちにその委員を罷免しなければならない。 

 ⑤ 内閣総理大臣は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認める場合又は

職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認める場合においては、両

議院の同意を得て、これを罷免することができる。 

 ⑥ 委員は、非常勤とする。 

 

５ 会長及び副会長 

 ① 道州制国民会議に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

 ② 会長は、会務を総理する。 

 ③ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 

６ 専門委員 

  道州制国民会議に、専門の事項を調査審議するため必要があるときは、専門委員を置

くことができる。 
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７ 部会 

  会長は、必要に応じ、道州制国民会議に部会を置き、その所掌事務を分掌させること

ができる。 

 

８ 資料の提出その他の協力 

① 道州制国民会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、国の

行政機関及び地方公共団体の長に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必

要な協力を求めることができる。 

② 道州制国民会議は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、

①に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

９ 事務局 

 ① 道州制国民会議に、その事務を処理させるため、事務局を置く。 

 ② 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

 ③ 事務局長は、会長の命を受けて、局務を掌理する。 

 

１０ 道州制国民会議への諮問等 

① 内閣総理大臣は、次に掲げる事項については、道州制国民会議に諮問しなければな

らない。 

   ア 道州の区域、事務所の位置その他道州の設置に関すること。 

   イ 国、道州及び基礎自治体の事務の分担に関すること。 

   ウ 国の行政機関の再編成並びに国の道州及び基礎自治体への関与の在り方に関す

ること。 

   エ 国、道州及び基礎自治体の立法権限及びその相互関係に関すること。 

   オ 道州及び基礎自治体の税制その他の財政制度並びに財政調整制度に関すること。 

   カ 道州及び基礎自治体の公務員制度並びに道州制の導入に伴う公務員の身分の変

更等に関すること。 

   キ 道州及び基礎自治体の議会の在り方及び長と議会との関係に関すること。 

   ク 基礎自治体の名称、規模及び編成の在り方並びに基礎自治体における地域コミュ

ニティに関すること。 

   ケ 道州及び基礎自治体の組織に関すること。 

   コ 首都及び大都市の在り方に関すること。 

   サ 道州制の導入に関する国の法制の整備に関すること。 

   シ 都道府県の事務の道州及び基礎自治体への承継手続その他道州制の導入に伴い

検討が必要な事項に関すること。 

② 道州制国民会議は、道州制に関する重要事項について調査審議するため必要がある

と認めるときは、都道府県及び市町村の意見を聴くものとする。 

 

１１ 答申 

  道州制国民会議は、１０①により諮問を受けたときは、当該諮問を受けた日から３年

以内に内閣総理大臣に答申をしなければならない。 
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１２ 中間報告 

  内閣総理大臣は、１０①に掲げる事項について必要があるときは、道州制国民会議に

対し、中間報告を求めることができる。 

 

１３ 国会への報告 

  内閣総理大臣は、１１の答申及び１２の中間報告を受けたときは、これを国会に報告

するものとする。 

 

１４ 設置期限 

  道州制国民会議は、１１の答申をした日から起算して６月を経過する日まで置かれる

ものとする。 

 

 １５ 政令への委任 

  この法律に定めるもののほか、道州制国民会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第４ 道州制の導入に必要な法制の整備 

   政府は、第３ １１の答申があったときは、２年を目途に道州制の導入に必要な法制

の整備を実施しなければならない。 

 

第５ その他 

 ① この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、②の規定は、公布の日から施行する。 

 ② 第３ ４による道州制国民会議の委員の任命のために必要な行為は、この法律の施

行前においても行うことができる。 

  ③ その他所要の規定の整備を行う。 

 

 

 


